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（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：由利本荘市総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 調査主体：由利本荘市 

 

 

 ３ 調査圏域：由利本荘都市圏 

 

 

 ４ 調査期間：平成２７年度～平成２９年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

由利本荘市における都市計画道路整備状況は、計画延長約 86 ㎞のうち、約 57 ㎞が改良済

み（概成済みを含む）となっているが、高速道路を除く改良済み延長については約 32%と低

い状況である。 

また、長期未着手路線もあり、平成 24 年に策定した「由利本荘都市計画区域マスタープ

ラン｣においては、「土地利用の変化等による合理的な都市計画道路の見直しや高齢化社会

に向けた歩行者に優しい交通環境等の充実が必要」とされており、社会情勢の変化を踏まえ

たコンパクトな都市形成に資する、都市計画道路の再編が必要となっていることから、平成

27 年度からの 3 年間で道路網の見直しを含めた交通計画の策定を行うものである。 

2 か年目にあたる平成 28 年度は、都市交通マスタープラン策定に向け、昨年度の調査結

果を基に現況交通量推計を行い、また、上位計画等から現況の交通課題の抽出を実施する。
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（様式－２ａ 調査概要） 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：由利本荘市総合都市交通体系調査 

 

 ２ 報告書目次 

 

１. 業務概要 

 

２. 現況交通量推計 

 

３. 現況の整理 

 

４. 上位計画および関連計画の整理 

 

５. 現況分析による課題の整理 

 

６. 交通課題に関するまとめ（現況分析） 

 

７ .石脇地区道路課題の検討 
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                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制：策定委員会を平成 28 年度に設置した。 

 

由利本荘市都市交通マスタープラン策定委員会 

（委員長：秋田県立大学教授 山口 邦雄） 

 

由利本荘市都市交通マスタープラン策定委員会 事務局 

（由利本荘市建設部都市計画課都市整備班） 

 

 ４ 委員会名簿等：策定委員会を平成 28 年度に設置した。 

 

 所属 役職等 氏名 

委員長 秋田県立大学システム科学技術学部 教 授 山口 邦雄 

副委員長 秋田大学大学院理工学研究科 准教授 日野 智 

委 員 東北地方整備局秋田河川国道事務所 事務所長 渡邊 政義 

委 員 秋田県建設部 都市計画課長 石川 浩司 

委 員 秋田県由利地域振興局 建設部長 小松 武 

委 員 秋田県警察由利本荘警察署 交通課長 落合 薫 

委 員 由利本荘市建設部 部 長 佐々木 肇 

委 員 由利本荘市総務部危機管理課 課 長 加藤 安明 

委 員 由利本荘市企画調整部総合政策課 課 長 茂木 鉄也 

委 員 由利本荘市企画調整部地域振興課 課 長 滝野 由紀夫 

委 員 由利本荘市建設部建設管理課 課 長 須藤 浩和 
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（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

由利本荘市における都市計画道路整備状況は、計画延長約 86 ㎞のうち、約 57 ㎞が改良済

みとなっているが、高速道路を除く改良済み延長については約 32%と低い状況である。 

また、長期未着手路線もあり、平成 24 年に策定した「由利本荘都市計画区域マスタープ

ラン｣においては、「土地利用の変化等による合理的な都市計画道路の見直しや高齢化社会

に向けた歩行者に優しい交通環境等の充実が必要」とされており、社会情勢の変化を踏まえ

たコンパクトな都市形成に資する、都市計画道路の再編が必要となっていることから、平成

27 年度からの 3 年間で道路網の見直しを含めた交通計画の策定を行うものである。 

2 か年目にあたる平成 28 年度は、都市交通マスタープラン策定に向け、昨年度の調査結

果を基に現況交通量推計を行い、また、上位計画等から現況の交通課題の抽出を実施する。 

 

 ２ 調査フロー 

 

 平成 27 年度 

 

 

 平成 28 年度 

  

 

 平成 29 年度 

 （予定） 

 

  

・スクリーンライン等交通量調査 
・交通行動アンケート調査 

・現況交通量推計（OD 表・ネットワーク作成） 
・現況分析（社会・経済現況、交通現況） 
・交通課題抽出 

・将来交通量推計（OD 表・ネットワーク作成） 
・将来交通分析 
・交通計画策定（骨格道路網・個別課題計画） 
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 ３ 調査圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

（様式－３ｂ 調査成果） 

 ４ 調査成果 

１．現況交通量の推計方法 

現況交通量推計を行うにあたり、由利本荘市内の推計精度を向上させるために、「H27 年度に実施

した交通行動アンケート」より市内々ＯＤ表を作成し、H22年道路交通センサスの市内々以外とのＯ

Ｄ表を統合する作業を実施した。 

下記にＯＤ表の作成に使用したデータや手法、統合ＯＤ表作成のイメージ図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．現況交通量推計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．推計結果の現況再現性の確認 

推計結果と現況交通量との相関関

係を確認したところ、決定係数が

0.93 となり、現況再現性は良好であ

ることが確認された。 

なお、推計した交通量と現況交通

量の差率が 20％以上ある路線につい

ては、別途、確認を行うように留意

した。 

 

・データベース  ：H22 年  道路交通センサス【国土交通省】の OD データ 
・統合データ  ：H27 年  交通行動アンケート【由利本荘市】の PTデータ 
・最小ゾーン  ：H22 年  国勢調査【総務省】の小地域 
・人口データ  ：H22 年および H27 年  国勢調査【総務省】 

リンク条件
（距離・ＱＶ・料金）

ネットワークデータ

ＱＶ式による
リンク評価値更新

分割回数・比率の設定

分割ＯＤ

車種別
ＯＤ

最短時間経路探索 最短時間経路探索

所要時間集計 所要時間・料金の集計

転換率算出

一般道路ルートへ
分担交通量累加

高速道路ルートへ
転換交通量累加

全てのＯＤペア終了

全規定分割終了

リンク交通量

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

＜高速道路＋一般道路＞＜一般道路＞

注１　最短一般化時間経路探索の場合もある

注１

注２　ＱＶを例に記載

決定係数＝0.93

y = 0.9225x + 381.9

R² = 0.9294
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４．上位計画からの課題整理 

由利本荘市の都市交通マスタープランを策定するにあたり、各上位計画の「基本方針や将来像など」

と「都市交通に関する施策の方向」について整理を行った。 

〈 上位計画 〉 

・「総合計画 新創造ビジョン」・「都市計画区域マスタープラン」 

・「都市計画マスタープラン」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向 計画課題

今後の自動車交通の需要
に対応した道路網計画の
検討

長期未着手の都市計画道
路の見直しを行う（各路線
の必要性及び実現性を明
確にする）

渋滞に効果的なハード及び
ソフトの対策を検討

交通弱者を対象とした公共
交通網の検討（関連計画：地域
公共交通網形成計画_H27）

通学路や冬期、バス停位置
等を考慮した歩行者・自転
車ネットワークの検討

➋渋滞解消及び高速交通道路へのアクセス円滑化に向け
た幹線道路、市道等の計画的な整備

➌交通安全施設の改良

➍ロードヒーティング、流雪溝等による雪に強い幹線道路、
市道等の整備

➎地域間を結ぶ地域幹線路線の維持確保と交通空白地域
の新たな交通サービスの提供

❼公共交通機関への市民の利用促進

➏利便性向上のための市街地におけるバス路線の再編

❶日本海沿岸東北自動車道の全線開通に向け、沿線自治
体一体となった要望活動による高速交通体系の促進

❽運行経費の抑制

➒除雪・融雪の設備、流雪溝の整備

由
利
本
荘
市
総
合
計
画
創
造
ビ
ジ
ョ
ン

都
市
計
画
区
域
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

➋都市内交通ネットワークの形成
・市街地の骨格を担う都市内交通ネットワークの形成
・長期未着手や必要性の低い都市計画道路の合理的な見
直し

➊広域交通ネットワークの形成

・日本海沿岸東北自動車道、国道７号などの広域交通ネッ
トワークの形成

➌歩行者等にやさしい交通環境の維持・整理
・商業、業務地など市街地内、居住地等における安全で快
適な歩行環境の維持、整備

➍公共交通機関の維持・充実
・結節点における交通機関相互の連携、機能の維持、充実

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

➋日本海沿岸東北自動車道の本荘Ｉ.Ｃの供用開始を契
機とする高速交通体系の整備促進に努める。

➊めざすべき将来像の実現に向け、各地域拠点を結び本
市の都市構造を支える軸線としての役割を担う、主要幹
線道路の整備・機能強化を図る。

➌市道などの生活関連道路は、車中心の道づくりから人
と共存する道づくりをめざす。

➍全ての市民が市域内を円滑に移動し、都市活動を可能
とする公共交通機関の整備充実を図る。

事業計画の具体化および
関係機関との連携強化・促
進

交通危険箇所及び整備優
先度の整理

総
合
計
画
の
基
本
理
念
と
重
要
課
題 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の 

将
来
像
と
基
本
計
画 
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５．現況分析からの課題整理 

統計数値（自動車保有台数、人口、都市計画道路の整備状況）や現況交通量推計結果、H27 年度

交通行動アンケートなどの資料から、現況の課題を整理した。（下図に実施した現況分析の一部を示

す。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況分析の概要 施策の方向 計画課題

【①自動車保有率】
自動車保有率は2.28台／世帯であり、ほと
んどの世帯でセカンドカーを保有している。

【②自動車保有台数】
保有車両の約50％が軽自動車であり、昭
和60年と比べると保有車両は増加してい
るが、近年は均衡状態となっている。

【③人口の推移】
人口は昭和60年以降は減少しており、将

来人口推計においても減少する結果となっ
ている。（2040年には現在より約30％減少
する）

【④都市計画道路の整備状況】
都市計画道路の改良(整備)率は、56.2％
(H28)であり、他の地域と比較すると高くな
い。また未着手路線が多数存在する。

・自動車交通需要に対応し
た道路網の整備

・長期未着手の都市計画
道路の整備方針の策定

【⑤市内の主要渋滞箇所】
日本海沿岸東北自動車道と国道7号を東

西に結ぶ路線が主要渋滞区間に指定され
ている。

【⑥現況交通量推計の結果】

国道を中心に市街地部では混雑度の高い
(1.5＜VCR)路線がある。

中心市街地以外の道路については、混雑
度が1.0以上の路線は8％程度である。
中心市街地の通過交通量は15％～26%と
なっている。

【⑩現況のバスの運行状況】

バス路線の多くは、市街地中心部で運行し
ており、主要渋滞箇所を通過（80～171台/
日）するため、定時性や速達性の低下が
起きる。

【⑪道路整備要望箇所】

交通行動アンケートの結果、石脇地区市
道の回答数が最も多かった（2217回答）。

通学路の幅員が狭隘で、歩道が未整備の
ためである。

【⑫歩行者及び自転車ネットワーク1】
歩行者ネットワークは、市街地中心部にお
いても歩道無し区間が散見される。また、
アンケート結果では、積雪時に移動ができ
ない／しづらいという意見が多い。(22.3％)

【⑧高齢化率】
本市の高齢化率(42.9％)は、全国的にも高

い値であり、交通弱者の比率が高まること
で、交通事故の増加が懸念される。

・主要渋滞箇所及び混雑度
が高い路線に効果的な道
路事業

・交通弱者の移動手段の
確保

・交通安全及び歩行者ネッ
トワークを確保するため
の歩道整備

・冬期における移動手段
の多様性を確保するた
めの道路整備方針及び
除雪対策

・鉄道の横断部や渡河部
等の整備方針の策定

【⑨鉄道横断部や渡河部の整備要望】

鉄道横断部や渡河部といった交通が集中
するボトルネックの箇所になりやすい都市
計画道路に対する整備要望が多い。

今後の自動車交通の需要
に対応した道路網計画の
検討

長期未着手の都市計画道
路の見直しを行う（各路線
の必要性及び実現性を明
確にする）

渋滞に効果的なハードおよ
びソフトの対策を検討

交通弱者を対象とした公共
交通網の検討（関連計画：地域
公共交通網形成計画_H27）

通学路や冬期、バス停位置
等を考慮した歩行・自転車
ネットワークの検討

【⑦市街地の交通発生源】

市街地には交通発生源が多くあり、幹線
道路の沿線施設については、渋滞の拡大
を助長する可能性がある。

・自動車中心の交通体系の
改善

【⑬歩行者及び自転車ネットワーク2】
市の中心部では歩道狭隘区間が多く、歩
行者自転車が共存できるネットワークとし
て不十分である。

・歩道及び自転車道のネッ
トワークの整備方針

【⑮災害時の緊急輸送道路】

子吉川の洪水や津波により緊急輸送道路
の一部が浸水する可能性がある。

・代替路や渡河部を含む新
規路線整備の方針

【⑭歩行者及び自転車ネットワーク3】
高校の通学ルートにおいて、狭隘な歩道
区間があり、歩行者同士や自転車とのす
れ違いが困難である。

緊急輸送道路ルート及び
避難施設の選定

交通発生源の整理 アンケートの解析 

歩行者および自転車ネットワーク バスの運行状況の整理 
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６．自動車交通に関する計画課題 

a) 今後の自動車交通の需要に対応した道路網計画の検討 

⇒S60 年と比較すると自動車保有率や保有台数は増加する傾向にあったが、今後は人口の減少に伴う自動車

保有台数の減少が予想される。また、高齢化が進むことで移動手段が自動車から公共交通機関などに変化

することも考えられる。よって、今後の自動車交通の需要に対応した道路網計画の検討を行う必要がある。 

b) 事業計画の具体化及び関係機関との連携強化・促進 

⇒由利本荘市の広域中心拠点となる本荘地区と、日本海沿岸広域連携軸などの形成を目指し、日本海東北自

動車道の全線開通などのために、広域連携軸の沿線自治体と協力をし、要望活動を行う必要がある。 

c) 長期未着手の都市計画道路の見直し検討 

⇒由利本荘市の都市計画道路には、計画から 20 年以上経つ路線や、整備率が低い路線が存在する。このよ

うな路線は、社会情勢の変化からその必要性が低下している場合や、密集市街地を通るため事業の実施が

困難な（実現性が低い）場合などがある。よって、長期未着手となっている都市計画道路は、必要性や実

現性を勘案した見直し検討を行う。 

d) 渋滞に効果的なハード及びソフト対策を検討 

⇒本市の中心市街地には主要混雑区域が設定されており、現況交通量推計の結果からも高い混雑度を有する

路線であることがわかった。特に、混雑度 1.0 以上の路線が、市域全体では 8%であるのに対して、市街地

（用途地域内）では 20％～35%となっていた。このことから、渋滞に効果的なハード（道路整備等）対策

や、ソフト（公共交通機関の利用促進等）対策の検討を行う。 

e) 交通危険箇所及び整備優先度の整理 

⇒交通安全施設の改良や、ロードヒーティング、流雪溝等、幹線道路の冬期の円滑な交通を確保するための

設備を計画的に整備するために、交通危険箇所や除雪困難箇所等を整理し、整備の優先度の検討が必要と

なる。 

f) 緊急輸送道路のルート検討及び避難施設の選定 

⇒緊急輸送路については、災害時に一部通行が困難になる区間や、主要渋滞区間が市街地にあることから、

停止車両の撤去に時間を要し、啓開活動の妨げとなる可能性がある。地域防災計画と整合を取りながら緊

急輸送道路のルート検討や避難施設の整理を行う。 

 

７．歩行者・自転車に関する計画課題 

g) 交通弱者を対象とした公共交通網の検討（地域公共交通網形成計画と整合を図る） 

⇒由利本荘市では、高齢者の増加に伴う交通弱者の増加が予想される（潜在的な交通弱者が存在する）こと

や、交通空白地域の現状を考慮し、今後の市民からのニーズに答える公共交通網（主にバス交通）の形成

を目指すために、地域公共交通網形成計画と整合を取りながら検討を行う。 

h) 通学路や冬期、バス停位置等を考慮した歩行者および自転車ネットワークの検討 

⇒公共交通網の計画（アクセス交通）と併せて、バス停等から目的施設までの円滑な徒歩による移動（イグ

レス交通）を確保するために、歩行者ネットワークの検討を行う。また歩行者と自動車の接触事故や、移

動手段の多様性を確保するために、自転車ネットワークの検討も行う。特に、学校施設周辺で「歩道なし

区間」及び「歩行者交通量の多い狭隘な歩道区間」となる箇所や、バス停近傍の歩道、冬期に歩行困難と

なるような箇所など、整備の優先度の検討が必要となる。 

 

 

 

 

 

８．地域公共交通網形成計画について 

東西自由通路やバリアフ

リー化などの整備を進め

ている。 

実施事業

中心市街地と地域拠点間の幹線路線の整備

広域バスの運行機能強化

運行ダイヤの見直しによる乗り継ぎ利便性の向上

地域拠点を核とした、交通空白地域をカバーするフィーダー運行路線の導入

住民参加型の公共交通サービスの検討

中心市街地および地域拠点における乗り継ぎ施設、待合所の整備

地域拠点および交通結節点のバリアフリー化

乗り継ぎ支援、運行情報等の情報提供設備の整備

公共交通の魅力向上・利用促進策の実施

施策1

施策2

施策3


